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日露戦争における清国の中立政策の成立過程 

                楊 国棟 

はじめに 

1904 年 2 月 8 日に日露戦争が勃発した。戦争の特殊性の一つは、戦場が交

戦国以外の第三国の領土であり、すなわち、清国の領土―王朝発祥地であ

る東三省―が衝突の場と化したことであった。しかし、清国は開戦の 4 日

後の 2 月 12 日に「局外中立」という政策を宣言した。なぜ清国が中立政策を

選んだのかという疑問に対して、時代の移り変わりと共に異なる視角からの

解答が提示されたが、当事者である清国を中心とする実証的な考察はなかな

か現れなかった。本稿はこの政策の形成過程を整理し、その背景を明らかに

する。 

中国で発表された日露戦争に関する学術論文は多く、清国の中立に関する

論文も少なくない。その代表的なものをあげれば、周載章（1986）、曲伝林

（1987）、周厚清（2000）、喩大華（2005）、崔志海(2005)などがある1。全

体的に言えば、2005 年以降により実証的にはなってきた。特に崔志海の「日

俄戦争時期的上海外交」という論文はその政策に肯定的評価を与えている。

しかし、中立政策の成立過程に対する今までの研究は、第一に、その政策に

関する議論が清国内部においてどういう過程で形成されてきたかについて、

緻密に分析してはいない。つまり有力者たちの意見をきちんと整理していな

いし、戦争勃発前後の変化も追究していない。第二に、政策決定過程に日本

が深く関わっているにもかかわらず、日本側の史料の利用が不十分なために、

基本的な事実関係の解明も不十分にならざるをえない。 

日本の学界における日露戦争時の清国の外交研究では、川島真の幾つかの

論文（2004、2005、2008）が重要である。川島は清国の中立問題や「日露戦

争と中国」を巡る議論の変容及び満洲における局外中立などの問題点につい

て、多方面から検討しており、学ぶものが多い。ただ中立政策の成立過程に

ついての検討はなお不十分で、史料自体の誤りから「1903 年 11 月から 12 月
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上旬には中立という大勢が形成」された、とした。これを批判して、鈴木智

夫は「中国政府による中立決定の時期は、1903 年 12 月下旬以降のことであ

ったと見るのが妥当」としているが、それ以上の積極的な見解は提示してい

ない2。 

清国の中立政策の形成については、少なくとも次の三つの問題を考えねば

ならない。①清国内部においてどのような意見があったか、②如何なる過程

でいつ確定したのか、③その背景にどのような国際的・国内的状況があった

か。本稿ではこれらの問題を検討していく。 

1.清国における「局外中立」の提起 

(1)辛丑条約後の外交政策の転換 

日清戦争の終結から日露戦争勃発までの約 10 年間、清国は「内憂外患」

の頂点に至っていたといえる。その外交政策では、義和団事件が転機になる。 

まず、清国は三国干渉により日本から遼東半島を返還されたが、露清密約

によって「連露制日」（ロシアと協力して日本を抑制する）という外交政策を

とり、経済・軍事など各方面から日本に対する防御線を構築した。しかし、

1898 年にロシアは旅順・大連を租借し、さらに長城以北を自らの勢力範囲に

取り込もうとした。そして、1900 年の義和団事件に乗じて、17 万の軍隊を派

遣して東三省を占領した。翌 1901 年に「辛丑条約」が結ばれた後、ロシアは

他国に対しては早めに撤兵するよう主張する一方、東三省に駐屯している自

国の軍隊は撤退させないままであった。 

その間の 1900 年 11 月 9 日に、ロシア側は盛京将軍の増祺に迫って、「奉

天交地暫且章程（アレクセーエフ―増祺協約）」を締結し、東三省の実質的

な支配を認めさせた。これに対して清国は増祺らの｢章程｣を認めず、楊儒と

李鴻章を相次いで全権代表に任命し、ロシアに対して東三省の返還交渉を行

なった。東三省の権益を強硬に主張するロシア側を牽制するために、日・英

は南方の督撫の張之洞・劉坤一らに働きかけ、西安に滞在する西太后と北京

で講和を交渉している慶親王・李鴻章に圧力を加えて、ロシアとの条約に調

印することを拒否させた3。同時に日本は直接ロシアに勧告し4、1901 年 4 月、

最終的に清国と個別に東三省に関する条約を結ぼうというロシアの計画を放
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上旬には中立という大勢が形成」された、とした。これを批判して、鈴木智
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李鴻章を相次いで全権代表に任命し、ロシアに対して東三省の返還交渉を行

なった。東三省の権益を強硬に主張するロシア側を牽制するために、日・英

は南方の督撫の張之洞・劉坤一らに働きかけ、西安に滞在する西太后と北京

で講和を交渉している慶親王・李鴻章に圧力を加えて、ロシアとの条約に調

印することを拒否させた3。同時に日本は直接ロシアに勧告し4、1901 年 4 月、

最終的に清国と個別に東三省に関する条約を結ぼうというロシアの計画を放

 

棄させた5。 

さらに、日英はロシアに対抗するため、1902 年 1 月 13 日、ロンドンにお

いて第一次日英同盟条約を結んだ。ロシアの東三省占領に対する日・英など

列強の反対を背景として、第三回の露清東三省返還交渉が再開され、1902 年

4 月に「交収東三省条約」が調印された6。 

他方で、光緒新政という改革によって、政治・経済・文化のみならず、外

交・軍事の面でも日清の間の接近が見られ、日露戦争前後に近代以降の日中

関係の「黄金の十年」7、あるいは「日支親善の最頂点」に達する8。1902 年

前後に清国内部で「日清同盟論」が議論されたことがそれを象徴している9。 

特に日本の陸軍は東三省におけるロシアの勢力を抑えるため、直隷総督兼

北洋大臣の袁世凱との軍事上の協力も図った。日本の史料では、1902 年 6 月

中旬から清朝を「日本の思う通りに動作し得るように準備」を始めたとして

いる10。同月 28 日、各地の諜報員より毎日直隷総督府に達する情報は直ちに

袁の顧問の坂西利八郎少佐に示し、同少佐がこれを日本語に訳して当時の在

天津駐屯軍司令官の仙波少将に伝え、これを大本営に打電するという、情報

転送ルートが約束された11。 

しかし、翌 1903 年 5 月にロシアは政府の大臣特別会議で「交収東三省条

約」を否決し、第二期撤兵を実行せず、新たに七項目の要求を撤兵条件とし

て清国に提出した。この後、清国で民間の「拒俄運動」という反ロシア運動

が盛んになった12。11 月 4 日、清国政府は親ロシアの外務部会辦大臣の王文

韶を転任させ，その後任に親日の戸部尚書の那桐を任命した。「人々は、この

ように変えたのは意味深長で、親日の表明に等しい、と考えた」13。 

こうした一連の動きの中で、清国は日清戦争以後の「連露制日」という政

策から離れ、｢連日制露｣(日本と協力してロシアを抑制する)という政策に転

換していった。 

(2)露清交渉の難航に対する措置――調停論と主戦論 

日露の東三省をめぐる紛争がエスカレートする可能性が高まりつつある

状況に対して、清国政府がまず考えたのは戦争を避けるということであった。

清国は終始列強の干渉を後ろ盾として、東三省の回復を巡ってロシア側と交

渉していた。1903 年後半には、調停という列強の力によって国益を保とうと
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する政策が、清国の主流であった。 

1903 年 9 月 23 日からほぼ一ヶ月間、軍機処総理王大臣の慶親王奕劻は、

アメリカの在清公使コンガーと何度が会談し、ロシア軍の撤退を調停してく

れるようアメリカ政府に頼んだ。また駐米公使梁誠によってアメリカ国務省

に同じ希望を伝えたが、ロシア側が拒否したため、この意向を放棄した14。

また唐紹儀や張之洞はイギリスの駐清公使アーネスト･サトウから、満洲問題

に対する見方と、清国のとるべき態度についての意見を求めている15。その

直後の 11 月 2 日、西太后はロシアへの対応策を検討するため、軍機大臣たち

並びに袁世凱と張之洞を召見した16。彼らが如何なる意見を提出したかに関

する中国語の史料は見つからないが17、会議では日露交渉を静観し、ロシア

の要求を拒絶するという策が提起された18。 

 調停という政策を主張した官僚たちの中では、商部左侍郎の伍廷芳の考え

が代表的であった。彼は 1903 年 11 月 17 日に日本駐清公使の内田康哉と会見

したとき、東三省の危機を解決するために特別全権委員会を設立するという

策を示した。伍によると、清国は躊躇せず専門の委員会を設立すべきで、該

委員会は慶親王を長とし、他の 1～2 名の高級官僚と伍廷芳で組織する。委員

会はすぐにロシアと交渉して、清国にとって有利なあらゆる理由を述べ、ロ

シアの善意に訴えるつもりである。もしこのロシアに対する努力が役に立た

ないならば、東三省を世界に開放することによって、清国はあらゆる手段を

尽くしてヨーロッパとアメリカの世論に訴え、全列強の同情を得ようと試み

るべきだ、というものであった19。 
同時に、戦争を手段としてロシアに打撃を与え、東三省の回復という目的

に達しようという主張が、清国の一部の官僚の中に現れた。1903 年 11 月 2

日に署両広総督の岑春煊はロシアの撤兵拒否に対して、自ら東三省の政局を

つかさどりたいと願い、「戦争に備えて兵を移動させる」（「備調之説」）とい

う建議をした。3 日、軍機処は彼の「備調之説」に対する返電の中で、「東三

省のことは決裂に至らないかもしれず、中国は時機を判断し力を量れば、戦

争をすることは絶対にいけない」という諭旨を伝えた20。 

11 月 14 日、軍機処は岑春煊の「備調之説」に対する否定の意見を袁世凱

に伝えた。また岑と同様な意見を持っていた両江総督の魏光燾21と江西巡撫

の夏旹22に対して、「時機を判断し力を量れば、戦争をすることは絶対にいけ
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ない。…この時最も重要なのは、ぜひとも冷静になり、人心が恐れまどうの

を避けることである」という旨を転電するよう、袁に要求した23。岑春煊ら

は対露主戦の主張をしたが、当時の国内外の状況を量ると、清国単独での開

戦は自ら滅亡を招くに近いであろう。 

これに対して、日本と連合してロシアに対して開戦するという主張は、当

時の「連日制露」という外交策と一致する上に、ある程度実行に移す可能性

はあったと思われる。駐清公使の内田康哉は日記の中で、粛親王が「日露開

戦の場合、清国は其の火元であるから、徒に拱手傍観者の地位に立つことは

できない、従って清国を援助する国と合同することは義として免かれない」

という意見を表明した、と記している24。 

内田は最初は袁世凱を主戦派として認識している25。1903 年 10 月末から

12 月上旬ごろまで、袁世凱と関係が深い人物たちの活動は、確かに参戦の意

志を示していた。10 月 28 日、袁世凱は唐紹儀を内田公使のもとに派遣し、

日露開戦の場合には日本とともにロシアと戦うという決意を暗示した。そし

て、翌 29 日に馬玉崑の通訳である文衛が内田公使を訪ね、日露開戦の場合に

馬はその軍を率いて日本とともにロシアに対抗すべきだ、という旨を伝えた

26。東辺道台の袁大化はロシア軍によって追放された後、慶親王・袁世凱や

何人かの軍機大臣に会って、日本の支援を得ながら戦争によってロシアを東

三省から撤兵させる、という策を提起している27。 

 唐紹儀は袁の主要な幕僚として対外策の制定の参与者であり、馬玉崑も袁

の直属の部下である。袁大化は元々李鴻章の淮系の幕僚であり、袁世凱の親

密な同僚でもある。要するに、袁世凱本人は直接には主戦という考えを明示

してはいないが、日本の力を借りて共にロシアと戦って、「戦後の始末に於い

て清国も亦一つの発言権を得ようと希望し」ていたのである28。 

 (3)清国内の「局外中立」の提起と日本の対清方針 

ロシア政府は 12 月 11 日に胡惟徳に対して、撤兵について正面から断る照

会を発し、そこで、清国とロシアの間の撤兵に関する直接の交渉が終了する。

その後、日露交渉の難航に伴い、開戦の場合における日本側の対清政策が次

第に明確になる。その結果、袁世凱を中心として「局外中立」という主張が

提起されるのである。 
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1903 年 12 月 3 日、駐清英国公使のアーネスト・サトウは内田公使を訪ね、

日露が開戦するとき、清国のとるべき態度に関して、参戦の場合には、フラ

ンスがロシアを援助し、さらにイギリスが日本を援助し、アメリカ･ドイツも

中立ではいられなくなるなどと推測した上で、次のように語った。「さいわい

にして事端日露清三国間にのみ止むを得、かつ日本が終局の勝利を得れば、

これ実に清国の蘇生というべく、極東の平和と清帝国保全の大目的は玆に成

就することを得るであろう」29。これに対して、内田は仏露同盟も日英同盟

も想定している第三国がヨーロッパ諸国をさすのなら、清国が日本に助力し

てもフランスがロシアを援助することはないだろう、という判断を下した30。 

その後、内田公使は自分の収集した情報に基づいて、日露開戦の場合に清

国のとるべき態度に関し、必ずしも他列国の干渉を惹起しないように、つぎ

の四つのシナリオを外務省に伝えた。①厳正中立。②友誼的中立、即ち一方

でロシアを牽制できるように軍隊を配置し、他方ではロシアの鉄道の破壊や

団練の兵または馬賊をそそのかせてロシアに敵対させるなどの、内密あるい

は間接の援助を日本に与えること。③戦争の当初は中立を守り、時局の発展

に伴い、あるいはそれを継続し、あるいは日本と協働すること。④戦争の当

初より日本と連合した行動をとること31。 

戦争の勃発まで、日露交渉の進展に関する状況や日本の動向は、駐日公使

楊枢によって外務部に報告されており、彼の電報は日本が次第にロシアとの

交渉という方針を放棄し、戦争の準備を進めている状況を伝えた。12 月 19

日に楊枢は、桂首相府で秘密会議がおこなわれたこと、海軍の将官・佐官を

東京に集めること、軍用食糧を買い付けていることなどを報告し、早めに対

外政策と軍事面の準備をするよう建議した32。23 日、楊枢は日本海軍の常備

軍艦 18 艘が満洲・朝鮮方面に派遣され、鉄道労働者と電信労働者各 300 人も

朝鮮に派遣される、と報告した33。楊枢の報告は袁世凱ら清国中央の有力者

たちに日露の緊迫した情況を知らせ、対日露政策の決定の重要な参考になる

ものであった。 

その間、日本の駐清公使館武官の青木宣純が袁世凱と密談し、清国の中立、

中立の準備、北洋の兵力の配備、戦争中に両軍がひそかに協力すること、諜

報の方法などについて、了解に達した。袁世凱は、日本が開戦の場合に清国

に中立を求める考えに傾いていることを認識した34。 
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そこで、袁世凱は楊枢の電報や日本人の内密の情報から、まもなく日露は

開戦するという判断を下し、12 月 21 日に軍機処宛の電報の中で初めて局外

中立を提案した35。これに対して、26 日に両江総督の魏光燾が、次の二つの

疑問を袁世凱に提出した。①日露が戦争をすれば、清国が参戦するのは難し

いし、中立もまた妥当ではないようなので、二つのうち害の軽い方をどのよ

うに選ぶのか。②日本の船が清の港湾で軍需物資を買い付けようとした場合、

如何なる対応をすべきか。さらに魏は袁に、北洋の軍艦に命令して江陰・呉

淞の両港をそれぞれ防衛するよう、要請した36。 

これに対して、袁世凱は「局外中立」という主張をし、以下の三つの意見

を提出した。①ロシアに味方すれば日本海軍が我々の東南を脅かすだろうし、

日本につけばロシア陸軍が我が西北を狙うだろう。清国がすぐに危なくなる

だけでなく、全世界にも波及する恐れがある。もし日露が決裂したら、我々

は局外中立を守るべきだ。②日本の船が我が国の港湾で軍需物資を買い付け

ようとした場合、地方官は局外中立の規則に基づいて公式文書を送って詰問

し阻止すべきだ。もし日本側が武力で無理やりに買おうとしたら、我々はど

うしようもないが我が方から援助あるいは許可したことにはならない。将来

がどうなろうと、先ず必ず局外中立からはじめなければならない。情況が変

わったら、臨機応変でやる。③北洋の各艦は、強い敵を防げない。日露が交

戦すると、わが艦を捕獲して戦闘に協力させる恐れがあるから、先ず港内に

深く隠れ、機を見て動かして使うべきだ。港湾の外に停泊したら、敵に餌を

まいて紛争を招くようなものだ37。 

以上の状況に対して、27 日に軍機処は南北洋大臣に宛てた電報の中で、次

の四つの意見を伝えた。①もし日露が戦争になれば、日本は中国の主権を保

つことを名目とし、その持論は甚だ公正である。しかし、ロシアもまだ我々

と戦端を開いておらず、もし我々に少しでも偏りがあれば、禍がただちに来

る。ただまず局外中立から始めるべきだ。しかしこれは東三省のために起こ

ったことで、その地の主権は我にあり、二つの国の交戦の場合に他国が当然

局外中立を守るという事態と同じではない。②大勢を推測すると、戦争のは

じめは遼河及び黄海の周辺であって、すぐに東南に及ぶことはない。もし北

洋の軍艦を移動させて江陰・呉淞両港を防衛すれば、徒に列国の疑いを招き

民間のパニックを引き起こすことになる。それは現在緊急のことではなく、
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しばらくしてから港内に入る方がおのずから妥当だ。③日本の船が清国の港

湾で軍需物資を買い付けることについては、我々が東三省でロシアの行為を

止められない以上、各港湾で日本の行為を阻止するのは具合が悪い。日本側

が自ら住民から買い付ければ表立って詰問しがたいが、地方官が代わって買

い付けてあからさまに援助するのは許してはならない。④事態は危険な定か

でない状況があり、外国の情況はめまぐるしく変化するから、袁世凱が電報

の中で情況が変わったら臨機応変でやると言っているのは、まことに的を射

ている。なお厳密な配置を望み、機をみて適切に謀るのが肝要だ38。 

12 月 27 日、楊枢は外務部に「この間に日本政府の廷議はすでに決した。

もしロシアが返事を引き延ばして日本が提出した約に従わなければ、日露双

方は勢い必ず決裂する。十日以内に和解か開戦かが判る」という電報を送っ

て、早めに対外政策と軍事面の準備をするよう、もう一度建議した39。12 月

30 日の楊の電報は、日本の対ロシア開戦の準備状況を詳細に報告している40。

その中で、日本各地に駐在している領事たちが収集した開戦の準備に関する

情報、例えば神戸陸軍兵器工場で大砲を包装して運び出していること、大阪

の兵器工場では例年の年末年始の休暇期間を取り消し、昼夜の別なく生産を

早めていること、赤十字会のこと、官民の交通運輸に関する整備、海陸各軍

が米を備蓄していることによる米価の変動等によって、小村外務大臣が 25

日に伝えた開戦の準備が事実であることを確信し、清の外務部に報告した。 

 12 月 30 日、日本政府は閣議を開き、日露が開戦した場合の対清方針を最

終的に確定した。清国に対しては、日本と提携させてロシアと交戦させるか、

あるいは中立策をとらせて交戦に加えないかという二つの案が考えられたが、

「対外政策の大方針に関すること」、「戦闘の地理的範囲を狭小ならしむこと」、

「戦争の国際的関係を単純ならしむること」、「清国償金に関すること」、「恐

黄熱の再発を防ぐこと」、「善後の処分に便になること」という六つの理由に

よって、結局第二の案が得策とされた41。 

以上からわかるように、青木武官との日露開戦の場合に関する日清協力の

約束が、袁の「日本と共にロシアと戦う」という主戦の試みを放棄させ、12

月末の時点で袁世凱が軍機処宛の電報で局外中立を提案したのである。軍機

処は袁世凱の局外中立の主張に一応賛同したが、同時にそれが同時代の国際

法上の中立概念と乖離していること、つまり戦場の「地の主権は我にある」
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ことも意識していた。 

そして日露開戦の場合の日本側の清国に対する策がまた最終的には確定

していなかったこともあり、軍機処の「ただまず局外中立から始めるべきだ」

というのは、南北洋大臣レベルにのみ伝えたのであって、局外中立という政

策を東三省の危機を乗り切る唯一の方策として確定してはおらず、ロシアの

平和的撤兵や日露戦争を防止する希望と努力を捨てておらず、他のより良い

打開策を探していたようである。楊枢の電報からみると、その局外中立はた

だ軍機処の一応の意見でしかないことがわかる。内田公使も清国の当事者に

ついて、躊躇しているようだという印象を記録している42。 

2.｢局外中立｣の形成に対する各種の勢力の影響 

以上のように、1903 年 12 月末の時点での｢局外中立｣という政策は、ただ

日露開戦に至った場合の、清国の当面の策として軍機処や南北洋大臣のレベ

ルで提起されたものでしかない。したがって、この段階は中立政策の提起期

と見なされ、翌年の 1 月から本格的な討議期に入ったと言える。 

(1)日本の清国要人への働きかけと列強 

1904 年の年頭から、清国が中立を決定するよう日本側の働きかけが本格的

に始められた。1 月 4 日、小村寿太郎外相は前年 12 月 30 日の閣議決定、即

ち日露開戦の場合に清国に中立の立場をとらせる決定を、内田公使及び天津

の伊集院、上海の小田切、両総領事に伝えた43。翌 5 日、同趣旨の電報を清

国駐屯軍の将校たちにも伝えた44。7 日、小村は三つの理由を中心として慶親

王に中立を勧告するよう、内田公使に伝えた。翌日、慶親王は内田に賛同す

る旨を伝えた45。12 日に内田公使は慶親王への勧告と同じ内容を張之洞と袁

世凱に伝えた46。 

1 月 9 日、アメリカの国務次官は、日露開戦の場合に清国が日本と協同す

れば、アメリカの商業に不利を招くことを憂いていること、ロシアがモンゴ

ル及び新疆の全部を占領する恐れがあること、を日本側に伝えた。11 日、イ

ギリス外相も清国を中立化させるという日本側の主張の理由に賛成し、特に

清国を安定させて、同国の分割を惹起する恐れを防止するためなどの見方を

賞賛した47。12 日、アメリカは清国の中立に賛成する意見を日本に伝えた。
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内田公使も清国に中立を勧告したことを、駐清英・米両国公使へ通告した。

15 日、イギリス公使サトウは慶親王に、日露開戦の場合には中立という日本

からの説得を受け入れるよう建言した48。イギリス女王が清国中立に賛成す

ることを慶親王にも伝えた49。 

ドイツの外相カイゼルは駐独日本公使の井上勝之助に対して、「ドイツは

開戦になった場合ロシアに対して好意的中立ではなく、厳正中立を宣言する

だろう」、と語った。また、イギリス駐在ドイツ公使のハッフェルトは駐英日

本公使の林に、「ドイツは日本とロシアの衝突の際に、東アジアにおいて日本

の敵となるような要素は持ち合わせていない」、と表明した50。フランス首相

ルーベェは 1 月にイタリア首相ルツァティに対し、露仏同盟はただヨーロッ

パにしか関係しないと述べた51。 

2 月に入るとフランスの北京駐在公使が、「もし戦争が起きたら、英・仏・

独・伊の四国は直隷省の中立を尊重することを日露に懇切に促そう」という

提案を、ドイツの駐清公使に行なった。フランスは清朝の中立を尊重するが、

東三省は戦地として中立区から除外することも主張している。ドイツもほと

んど同じ立場を表明した。ドイツ首相ブロフは「問題は一旦戦争が本当に勃

発したら、できる限り戦争の区域を限定すること。最もよいのは、これから

戦場になりそうな所――満洲――以外の中国領土、つまり大連湾の緯度より

南のあらゆる中国領土だが、当然遼東半島を除いた所を中立区域とし、かつ

列強がその中立を保護する、と宣言することだ」、と在清ドイツ公使に伝えた

52。要するに、日本はもちろん、英・米・仏・独とも清国に中立を求めたの

である。 

(2)戦争勃発までの清国内部の動き 

1 月 3 日、錦州(Tingchow)の名ばかりの知府である桂春が、英国公使のサ

トウに新年挨拶の名義で訪問し、実は政治問題を探ってきた。桂春は、イギ

リスとフランスが日本に対して戦争を避けるよう緊急の忠告をしたという話

は本当かどうかと尋ねた。サトウは婉曲に肯定した53。19 日、張之洞の体の

具合がわるくサトウを訪ねることができないため、サトウが張を訪問した。

張は既にフランス公使の Dubail と一人の外務部官僚と話をしたことをサト

ウに伝えた。張は仏英両国が日露を斡旋するよう建議し、また軍機処もサト
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内田公使も清国に中立を勧告したことを、駐清英・米両国公使へ通告した。
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列強がその中立を保護する、と宣言することだ」、と在清ドイツ公使に伝えた

52。要するに、日本はもちろん、英・米・仏・独とも清国に中立を求めたの

である。 

(2)戦争勃発までの清国内部の動き 

1 月 3 日、錦州(Tingchow)の名ばかりの知府である桂春が、英国公使のサ

トウに新年挨拶の名義で訪問し、実は政治問題を探ってきた。桂春は、イギ

リスとフランスが日本に対して戦争を避けるよう緊急の忠告をしたという話

は本当かどうかと尋ねた。サトウは婉曲に肯定した53。19 日、張之洞の体の

具合がわるくサトウを訪ねることができないため、サトウが張を訪問した。

張は既にフランス公使の Dubail と一人の外務部官僚と話をしたことをサト

ウに伝えた。張は仏英両国が日露を斡旋するよう建議し、また軍機処もサト

 

ウの意見を伺いたいと思っていることを伝えた。サトウはその要請を拒否し

た54。21 日、サトウはまず日露の間の、そしてその代わりとして清露の間の

調停をというフランスの考えはナンセンスだと、来訪中の伍廷芳に伝えた55。

23 日には京師大学堂主持の張百煕が胡燏棻とともにサトウを訪ね、日本に対

露開戦をしないようイギリスが説得してくれないかと頼んだ。張百煕が、日

本は最初こそ勝利を収めるだろうが、二～三年のうちに力尽きてくるのでは

ないかというと、サトウは日本が勝利すると信じると答えた56。  

開戦直前の一月末、張之洞の使いとして行政部の張百煕や聯芳らが英・

米・仏の各国公使に接触し、列強の共同調停を打診した57。イギリスは断っ

たが、フランスは案外乗り気であったという。そこで彼らはアメリカにも協

力を要請するために、駐清公使のコンガーを訪問したのである。彼らは、自

国の領土内で第三国同士が戦争をするのは異常事態だという認識を強く持っ

ており、清国は無力だが回避の可能性があるならどんな努力も惜しまない、

と訴えていた58。１月 31 日、伊犁将軍の馬亮も軍機処に「列国に頼んで東三

省の事を仲裁してもらうよう」、電報を送った59。 

張之洞を中心とする清国の当事者の一部が列強による日露の調停という

政策に腐心している一方で、1 月 8 日にアメリカ駐在公使の梁誠は、外務部

に次のような主戦の主張を提起した。「日露はまさに戦わんとしており、我々

がロシアを助ければ、日本は支えきれず、我々にとって福ではない。もし日

本を助けると、勝利すればその利益を共有し、敗けても列国が公平に判断し

て、我々はなお存在できるだろう。もし局外中立を守ると、戦時の大騒ぎや

戦後の非難は皆想定されることであるし、しかも戦争は必ず波及して、局外

に身を置くことは難しいであろう。ただこのとき日本を助けることを表明す

れば、ロシアは必ず文句がある。速やかに精鋭の軍を動員して、奉天と直隷

の境界に集結させ、畿内を防衛し弾圧に役立てるためだと言明することによ

って、ロシアの文句の口を塞ぎ、他方で機会を見て日本を助けて、遼瀋を回

復することを図るべきだ」60。日本と共にロシアと戦うという主張は、清国

の当事者の中にだけではなく、国内の一部の新聞論調にもあった61。 

このように、1904 年に入り戦争直前に至っても、清国内部では列強による

日露の調停や中立、さらには参戦の考えなどの動きが錯綜していた。その間

にも、楊枢は日本の戦備状況と清の中立化の希望を、外務部に相次いで報告
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してきた。 

1 月 9 日、「もし日露が決裂する場合、日本は中国の中立を願っている」と

いう日本の意向を外務部に伝えた。しかし、楊枢は「誠に若し戦端を開けば、

彼の国[日本]は他国を巻き込むことを願わず、多くの面倒なことが起こって、

収拾は難しくなることを恐れているのは、その情理は信じられる。ただ、彼

の国が我が国の先生として、財産と力を費やして東三省のために戦うのは、

情理を以って考えると、当然我が国の援助を望むべきである。だから我が国

の中立を望むというのには、恐らく別の深い意図があるだろう」と、日本の

動機を疑っている62。 

楊枢の報告と日本の勧告に鑑みて、1 月 15 日、軍機処は「日露の対峙は益々

急になり、もし遂に決裂すれば、勢い二つの困難に陥るので、当然対策を図

るべきだ」という態度を南北洋大臣及び各督撫に伝え、各地に「注意して防

衛し、慎んで堅固に守備をすべきだ」、「洋人及びその財産・教会を真面目に

保護せよ」など、国内の安定を強調した63。ほぼ同じ内容の電報が定辺将軍・

伊犁将軍・科布多参賛大臣・庫倫辦事大臣など、ロシアと隣接するモンゴル・

新疆地域の軍政要員に伝えられた64。 

同じ 15 日、外務部右侍郎に任じられたばかりの伍廷芳は、日本の内田公

使に中立という考えを示した。伍は東三省で清国官吏は日露開戦の場合には

中立を守るよう命令されるべきだが、実際にはかれらは恐らくロシア軍の威

圧によって、その要求する各種の援助を供与しなければならないだろう。日

本側はこのような行為に対して、清国が中立を破ってロシアに援助を与えて

いると見做してはならない、と語った。また次のように提案した。日露開戦

の場合には、各国公使を外務部に招集して、清国が中立を守ることを宣言し、

かつ清国政府がそうした態度をとった理由を自ら説明する。さらに日露戦争

に関する清国の特殊な位置を全世界に明示するため、清国の東三省に対する

特別な態度を説明し、各国公使と中立遵守に関する各種の措置を協議する、

と65。内田は六つの理由を挙げて伍の会議の提案を拒否した66。 

1 月 17 日、西太后は会議を開き、ロシアと東三省の問題について討論し、

その場で袁世凱に軍を整備して守りに備えるよう命じた。18 日、清国政府は

日露対峙という状況に対して、国内の安定を守ることや外国人の命・財産を

保護するようにという上諭を公にした67。19 日、袁世凱は局外中立の場合に
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中立を守るよう命令されるべきだが、実際にはかれらは恐らくロシア軍の威

圧によって、その要求する各種の援助を供与しなければならないだろう。日

本側はこのような行為に対して、清国が中立を破ってロシアに援助を与えて

いると見做してはならない、と語った。また次のように提案した。日露開戦

の場合には、各国公使を外務部に招集して、清国が中立を守ることを宣言し、

かつ清国政府がそうした態度をとった理由を自ら説明する。さらに日露戦争

に関する清国の特殊な位置を全世界に明示するため、清国の東三省に対する

特別な態度を説明し、各国公使と中立遵守に関する各種の措置を協議する、
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担当すべき責任について上奏した。その中で、国際法に基づいて作成した中

立責任の摘要を翻訳して付録とした68。22 日、楊枢は日本がイタリアから買

った「春日」・「日進」の二艦は 2 月 9～10 日ごろに「東洋」に到達すること

を、外務部に報告した69。同日、袁世凱は日露開戦に対応するため、上諭に

従って防衛を準備し、兵士三万人を増やす計画を立案し、戸部に割り当て金

を調達させる詔書を要請している70。    

地方の官僚のなかにも「局外中立」という当面の措置を提起した人がある。

23 日、安徽巡撫の誠勲が、日露戦争は間近であるが、清国はむしろ下策と認

める局外中立を守ることをやむを得ないものと認識して、自らの強盛のため、

まず東三省においてこそ精兵を選び、機会に乗じて駐屯し開墾すべしと進言

した71。 

 (3)中立の成立と主戦の終焉 

 清国の当事者たちが東三省喪失の危機をめぐるいくつかの平和的な解決策

を模索したにもかかわらず、日露戦争は 1904 年 2 月 8 日夜の日本の先制的な

攻撃によって勃発した。列強の調停に任せられず、日本と共にロシアと戦う

こともできず、勿論単独でロシアを東三省から追い出すこともできない以上、

清国政府は中立政策を選ぶしかなかった。 

 2 月 10 日、軍機処は湖広・両江総督に、「日露の戦争がすでに迫り、我が

国は局外中立を守るからには、少しも偏ってはいけない」、という電報を打っ

た72。11 日、袁世凱は「日本がロシアに宣戦したことに鑑み、中立の旨を発

布するよう」外務部に要請した73。同日に軍機処は「日露は開戦し、我は局

外中立を守る。あらゆる一切の事を如何に処置すべきか、なるべく計画し、

速やかに行われることを希う」、という電報を袁世凱に送った74。 

2 月 12 日に清国政府は中立諭旨を公表した75。同日、中立諭旨を各省将軍・

督撫・各大臣・列国の駐在公使・ウラジオストク商務委員に伝達し76、さら

に、戦争の勝敗を問わず、東三省の主権を保持することを強調するため、列

国の駐在公使を通して列強に声明した77。13 日、清国は局外中立の通告を駐

清列国公使に送付し、駐日公使楊枢も公式に清国の中立の通告を日本の外務

省に照会した78。 

これより前の 2 月 10 日、岑春煊は日露開戦の機会に乗じて東三省を回収
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しようという意見を軍機処に電送した。中立諭旨が出された 12 日にも岑春煊

は再び「日本と連合して速やかに兵を派遣し、奉天の南北の鉄道を占領する

ことによって」、東三省の主権を回復するという建議を軍機処に伝えた79。し

かし、13 日に軍機処は日本とともにロシアと戦うという岑春煊の建議を否定

し、「中立を守らなければならない」と命じた80。 

終わりに 

1903 年 12月 11日にロシア政府が撤兵について正面から断る照会をして以

降、清国の東三省危機の打開策は、ロシアとの交渉から英・米・日の調停と

干渉という調停論に移った。その政策は主として英・米・日の力によってロ

シアの撤兵を迫ろうとするものであった。日露交渉の難航に伴い、特に 1903

年 12 月 27 日に日本が開戦を準備するという意向を伝えて以後は、清国の有

力者たちの一部は英米諸国の調停によって戦争を止めようという方向に転換

した。こうした調停派というべき人物は、慶親王及び張之洞を中心とし、伍

廷芳・張百煕・胡燏棻などを含んでいた。 

これと同時に、ロシアと戦おうという主戦論も現れた。それは両広総督岑

春煊を中心とし、両江総督魏光燾と江西巡撫夏旹も同じ主張であった。袁世

凱は日本と連合して戦うという考えを持っていたが、日本の意向を受け入れ

て中立の主張を表明した。 

 岑らの主戦論は戦争勃発まで続いたが、1904 年 1 月以後、調停論と中立論

が清国の東三省の喪失危機の打開策として主要な形であった。中立論は袁世

凱を代表として着実に備えをしていった。袁は何度も日本側と協議し、1 月

19 日以後には中立政策の具体化を進めていった。彼の動きは当然彼の政治的

同盟者であった慶親王、さらに西大后に影響を与えていった。 

当時清国の政治体制では、西太后は最高の権力者として最終的決定権を握

っており、大臣たちの建議を集めて決定を下すのだが、上に述べたように、

有力者たちの間で一致は見られなかった。このため 1 月 17 日になっても政府

はなかなか明確な政策を示さなかった。駐日公使楊枢は政府が明確な指示を

示すよう三度も要請したが、軍機処は南北洋大臣および各督撫に宛てた電報

で事態の推移を静観するよう指示しただけであった。清国が中立を決定した
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と連合してロシアに打撃を与えて主権回復という目的に達しようとするもの

である。清国は調停もできなかったし、ロシアと戦争するという手段も採れ

なかった。日本は自らの利益に基づいて清国を中立へ誘導し、列強も自らの

損得に基づいてそれを支持した。そうした中で、清国は自身の軍事力や不安

定な国内状況などの利害得失を比較して考えた上で、最終的に戦争勃発後に

「局外中立」という政策を決定したのである。 

最後に、日本が勝利した場合に参戦しなければ東三省の戦後処理で不利に

なるのを認識しながら、清国が中立政策をとったのには、日本の他に英・米・

仏・独などの思惑や自身の実力を考慮した以外に、国内的な要因として、義

和団事件と辛丑条約を背景として考えねばならない。日本の小村外相が 1 月

6 日に内田公使を通して、慶親王に中立を勧告した際に挙げた理由の三番目

は、清国の参戦は「国民の激昂及び暴動」を引き起こし、それが「列国の干

渉を招く」というものであった。これは清国政府も恐れることであった。1

月 15 日の上諭は、各地に「注意して防衛し、慎んで堅固に守備をすべきだ」、

「外国人及びその財産・教会を真剣に保護せよ」、と国内の安定を強調してい

る。また、2 月 12 日の中立宣言のなかで各地方の将軍督撫に対して、「特に

注意して厳重に警戒し、しっかりと管轄地を守れ。あらゆる開港場および各

国人民の財産、教会は一律に真剣に保護し、常に用心しなければならない。

もしデマを飛ばして騒ぎを起こそうとする輩がいれば、速やかに逮捕して処

罰せよ」と訓令している。さらに、北京の制軍統領衙門・工巡局・順天府五

城御使に対して、「きちんと取り締まって商店や住民に各自安心して自分の仕

事をさせよ。あらゆる各国の公使館及び教会は特に注意して保護すべきだ。

もしデマを捏造し騒ぎを起こそうとする不肖の輩がいれば、たちどころに逮

捕し訊問し、軽いものは相当の処罰をし、重いものはただちに死刑にして戒

めとせよ」と命じ、「首都以外の各衙門にはみな地方の責任があり、務めて厳

重に禁令を伝え、懈怠なく事を未然に防がなければならない」、と強調してい

る81。要するに、再び義和団事件のような国内の排外事件や動乱が起こり、

列強のさらなる干渉を招致することを恐れていたと考えられる。1902～03 年

の「拒俄運動」の高揚を背景に、ロシアに対する宣戦は、そうした事態の引

鉄になりかねなかったからである。 
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